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質  問 日  本  共  産  党 民    主    党 幸福実現党 社会民主党 
 
 
憲法9条「改正」

に関して 
 

 
憲法９条を改正する必要はまったくないと考えます。憲

法9条は恒久平和主義という理想を先駆的に体現した規定
であり、この規定で集団的自衛権の行使や自衛隊の海外派
兵を禁じてきました。自公政権はやみくもに海外派兵をお
しすすめてきましたが、海外での武力行使を許してこなか
ったのはこの規定のおかげです。 
今、世界が大きく変わりつつあり、軍事力にものをいわ

せて世界の問題を「解決」するやり方がもはや通用しなく
なってきています。この 9 条を守り、生かして「戦争のな
い世界」への働きかけに力を尽くします。 
 

 
｢国民主権｣「基本的人権の尊重」「平和主義」と

いう現行憲法の原理は国民の確認によりしっかり
与えられていると考えており、これらを大切にしま
す。 
現行憲法に足らざる点があれば補い、改める点が

あれば改めることは国民の皆さんに責任を持って
提案していきます。 
   
   
   
   

国を守るこ
とが政治家の
使命と考えま
す。 

 
社民党は一

貫して護憲の
政党です。 

 

 
 
「貧困と格差」

に関して 

 
雇用破壊が広がったのは財界の要請で労働法制の規制

緩和が次々におこなわれたからです。雇用戦略が大企業の
空前の利潤をあげることにつながりましたが、労働者には
「働く貧困層」を広げました。また、大企業には減税、庶
民には増税という税制改悪や社会保障の連続削減も「貧困
と格差」を広げました。 
財界・大企業の身勝手な要求にこたえる政治から雇用・

社会保障をまもり、税制を変えて国民のくらしを守るルー
ルある経済社会をつくることが必要だと考えます。 

 

   
期間の定めのない無期雇用、直接雇用を雇用の基

本原則と位置づけ、長期安定雇用を雇用・労働政策
の基本とし、すべての労働者が生涯にわたって生き
がいを持って働き、豊かで安心して暮らすことがで
きる社会を目指します。 
   
   
   
   

消費税をな
くし国民を豊
かにします。 

 
製造業への

派遣の禁止な
ど法改正に向
けて３党をリ
ードしていま
す。 

 
 
 
消費税に関し

て 
 

 
消費税は所得が少ない人ほど思い負担となる逆進性の

税金であり、増税には反対です。食料品を非課税にするこ
とを求めます。自民党は景気がよくなれば消費税増税と主
張しますが、それではせっかくもちなおした景気を冷え込
ませてしまいます。「社会保障のため」と導入された消費
税ですが導入以来 20 年、社会保障は改悪の連続でした。
米軍への「思いやり予算」や軍事費、大型開発のムダ、

政党助成金などにメスを入れ、大企業・大資産家へのゆき
すぎた減税を改めれば、消費税に頼らなくても財源は生ま
れます。 
 

 
現行の税率 5％を維持し、税収金額相当分に充当

します。将来的にはすべての国民に対して一定程度
の年金を保障する「最低保障年金」や国民皆保険を
担保する｢医療費｣など最低限のセーフティネット
を確実に提供するための財源とします。 

不況下での
増税は日本経
済の自殺に等
しい 
 

 
土井たか子

党首（当時）
以来、わが党
が消費税につ
いて主張して
きた歴史はご
存知の通りで
す。 

送付先：自民党・公明党・民主党・共産党・社民党・幸福実現党   締め切り：8 月 1８日 
自民党・公明党は残念ながら回答をいただけませんでした。 
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                  (毎月 15 日発行） 


